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生活保護制度と公営住宅制度の比較

○ 公営住宅の入居者は、少なくとも次の条件を具備する者で

なければならない。（法２３条）

（入居収入基準）

① 本来階層：月収２０万円（収入分位２５％）以下

② 裁量階層：月収２６．８万円（収入分位４０％）以下

（同居親族要件）

現に同居し、又は同居しようとする親族があること。

※ ただし、老人、障害者等は単身での入居が可能。

（住宅困窮要件）

現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

※ 生活保護の被保護者に対しては、単身での入居を認め

ているとともに、事業主体の判断により優先入居を実施。

＜保護の補足性の原理＞

○ 保護は、利用し得る資産、能力その他あらゆるものを最低

限度の生活の維持のために活用することを要件として行わ

れる。（法４条１項）

民法に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める

扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるもの

とする。（同条２項）

＜基準及び程度の原則＞

○ 保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保

護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満

たすことのできない不足分を補う程度において行うものとす

る。（法８条１項）

厚生労働大臣の定める基準は、要保護者の年齢別、性別、

世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な

事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なも

のであって、かつ、これを超えないものでなければならない。

（同条２項）

※ 保護費＝「最低生活費認定額」－「収入認定額」

要件等

○ 国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を

営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得

者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転貸することにより、

国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与する。（法１条）

○ 日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、国が生活に

困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要

な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、そ

の自立を助長する。（法１条）

目的

公営住宅法（昭和26年法律第193号）生活保護法（昭和25年法律第144号）根拠法

公営住宅制度生活保護制度

○ 生活保護制度は、最低限度の生活を保障することを目的としているため、保護は、利用し得る資産、能力その他あらゆる

ものを最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。

○ 一方、公営住宅制度は、住宅に困窮する低額所得者の居住の安定確保を目的としているため、あらゆるものを活用しなく

とも、最低限度の生活の維持が可能であるが自力で居住の安定確保が困難な者も入居対象としている。
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生活保護制度と公営住宅制度の比較

○ 入居者及び同居者の過去１年間における所得税法第２編

第２章第１節から第３節までの例に準じて算出した所得金額

の合計から扶養親族控除等（人的控除）を控除した額を１２で

除した額（令１条３号）

※ 保有資産は「収入」へ反映させていない。

○ 収入は、入居者からの申告に基づき、事業主体が毎年度
認定。

○ 本人の収入（就労収入等のほか、年金のような生活保障

的な意味合いを持つ給付金等）は原則として全て収入とし

て認定

○ 収入は、生活保護の業務を担当する現業員（ケースワー

カー）が毎月認定。

○ 公営住宅の毎月の家賃は、毎年度、入居者からの収入の

申告に基づき、当該入居者の収入及び当該公営住宅の立地

条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項に応じ、か

つ、近傍同種の住宅の家賃以下で、政令で定めるところによ

り、事業主体が定める。（法１６条１項）

○住宅扶助基準（厚生労働大臣告示）

１ 基準額 家賃、間代、地代等の額（月額）

１・２級地13,000円以内

３級地8,000円以内

２ 家賃、間代、地代等の費用が１に定める額を超えるとき

は、都道府県又は地方自治法第２５２条の１９第１項の指

定都市若しくは同法第２５２条の２２第１項の中核市ごと

に、厚生労働大臣が別に定める額の範囲内の額とする。

（全ての都道府県、指定都市及び中核市について特別基

準額が定められている。）

住宅扶助
／家賃

（参考）ケースワーカーの数（標準）
市部：被保護世帯８０世帯につき１人
郡部：被保護世帯６５世帯につき１人 （社会福祉法１６条）

（参考）資産の活用について（厚生労働事務次官通知より抜粋）

最低生活の内容としてその所有又は利用を容認するに適しな

い資産は、次の場合を除き、原則として処分のうえ、最低限度の生

活の維持のために活用させること。
・ その資産が現実に最低限度の生活維持のために活用されて

おり、かつ、処分するよりも保有している方が生活維持及び自

立の助長に実効があがっているもの
・ 社会通念上処分させることを適当としないもの 等

収入の認定
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最低生活費の算出方法

25,51026,52028,30029,43031,12032,34070 ～

27,98029,60031,23032,85034,48036,10060 ～ 69

29,59031,31033,03034,74036,46038,18041 ～ 59

31,21033,02034,83036,65038,46042,07020 ～ 40

32,61034,51036,40038,29040,19042,08012 ～ 19

26,40027,94029,47031,00032,54034,0706 ～ 11

20,42021,61022,79023,98025,16026,3503 ～ 5

16,20017,14018,08019,02019,96020,9000 ～ 2

3級地-23級地-12級地-22級地-11級地-21級地-1

３級地２級地１級地
年 齢

800870940
３人以上の児童１
人につき加える額

21,63023,36025,100児童２人の場合

20,02021,64023,260児童１人の場合
母
（
父
）
子
世
帯

15,40016,65017,890
身体障害者障害程
度等級表の３級に
該当する者等

23,10024,97026,850
身体障害者障害程
度等級表の1・2級
に該当する者等障

害
者

３級地２級地１級地

加算額
加算の対象

360360400400440440
５人以上１人を増す
ごとに加算する額

42,75045,23047,71050,20052,68055,160４人

41,30043,70046,10048,49050,89053,290３人

37,25039,42041,58043,74045,91048,070２人

33,66035,61037,57039,52041,48043,430１人

3級地-23級地-12級地-22級地-11級地-21級地-1

３級地２級地１級地
人員

8,000
円以内

３
級
地

13,000
円以内

１
・
２
級
地

実
際
に
支
払
っ
て

い
る
家
賃
・
地
代

④住宅扶
助

基 準

円
4,180

中
学
生

円
2,150

小
学
生

基準額
区
分

⑤教育扶助
基 準

居
宅
介
護
等
に
か
か
っ

た
介
護
費
の
平
均
月
額

⑥介護扶
助基準

診
療
等
に
か
か
っ
た
医

療
費
の
平
均
月
額

⑦ 医療扶
助基準

① 生活扶助基準（第１類費（食料費等））基準額

② 生活扶助基準（第2類費（光熱、ガス、水道等）基準額

最低生活費の算出方法（平成１８年度）
最低生活費の算出方法（平成１８年度）

③ 加算額

最低生活費認定額

（単位：円）

（単位：円）

このほか、出産、葬祭など
がある場合は、それらの経
費の一定額がさらに加えら
れる。

こ
の
ほ
か
必
要
に
応
じ
教
材
費

な
ど
の
実
費
が
計
上
さ
れ
る
。

地
域
に
よ
り
こ
の
額
以
上

の
特
別
の
額
が
認
め
ら
れ

る
場
合
が
あ
る
。

出典：厚生労働省資料より -3 -



住宅扶助特別基準額（平成１８年度）《都道府県》

（単位：円） （単位：円）

※１ １．３倍額：２人～６人世帯の基準

※２ 級地制度

消費水準の測定結果等を基に、全国の各市区町村を６つに区分

例（東京都）

１級地－１ 東京都区部等

２級地－１ 東京都羽村市

３級地－１ 西多摩郡日の出町

１、２級地 ３級地
基準額 １．３倍額 ７人世帯基準 基準額 １．３倍額 ７人世帯基準

北 海 道 29,000 37,000 45,000 24,000 31,000 38,000
青 森 県 31,000 40,300 48,400 23,100 31,000 37,000
岩 手 県 31,000 40,000 48,000 25,000 33,000 39,000
宮 城 県 35,000 45,100 55,000 28,000 37,000 45,000
秋 田 県 - - - 28,000 37,000 45,000
山 形 県 31,000 40,000 48,000 28,000 37,000 45,000
福 島 県 31,000 41,000 49,000 29,000 38,000 45,000
茨 城 県 35,400 46,000 55,000 35,400 46,000 55,200
栃 木 県 32,000 41,800 50,000 32,200 41,800 50,200
群 馬 県 34,200 44,500 53,400 30,700 39,900 47,900
埼 玉 県 47,700 62,000 74,400 41,500 53,900 64,700
千 葉 県 46,000 59,800 71,800 37,200 48,400 58,100
東 京 都 53,700 69,800 83,800 40,900 53,200 63,800
神 奈 川 県 46,000 59,800 71,800 43,000 56,000 67,000
新 潟 県 31,800 41,000 49,700 28,000 36,400 43,700
富 山 県 30,000 39,000 47,000 21,300 27,700 33,200
石 川 県 33,100 43,000 52,000 31,000 40,100 48,100
福 井 県 32,000 41,000 49,000 24,600 32,000 38,400
山 梨 県 28,400 36,900 44,300 28,400 36,900 44,300
長 野 県 37,600 48,900 58,700 31,800 41,300 49,600
岐 阜 県 32,200 41,800 50,200 29,000 37,700 45,200
静 岡 県 37,000 48,000 58,000 37,200 48,300 58,000
愛 知 県 37,000 48,100 57,700 35,800 46,600 56,000
三 重 県 35,200 45,800 55,000 33,400 43,400 52,100
滋 賀 県 41,000 53,000 63,000 39,000 50,700 60,800
京 都 府 41,000 53,000 64,000 38,200 49,700 59,600
大 阪 府 42,000 55,000 66,000 30,800 40,000 48,000

１、２級地 ３級地
基準額 １．３倍額 ７人世帯基準 基準額 １．３倍額 ７人世帯基準

兵 庫 県 42,500 55,300 66,400 32,300 42,000 50,400
奈 良 県 40,000 52,000 63,000 35,700 46,000 55,000
和 歌 山 県 - - - 29,800 38,800 46,600
鳥 取 県 36,000 46,000 56,000 34,000 44,000 53,000
島 根 県 35,000 46,000 55,000 28,200 37,000 44,000
岡 山 県 34,800 45,000 54,000 30,000 40,000 48,000
広 島 県 35,000 46,000 55,000 33,000 43,000 52,000
山 口 県 31,000 40,000 48,000 28,200 37,000 45,000
徳 島 県 29,000 38,000 45,000 27,000 36,000 43,000
香 川 県 - - - 33,000 43,000 52,000
愛 媛 県 - - - 27,000 35,000 42,000
高 知 県 - - - 26,000 33,000 40,000
福 岡 県 31,600 41,100 49,300 26,500 34,400 41,300
佐 賀 県 30,300 39,400 47,300 28,200 37,000 44,000
長 崎 県 29,000 37,600 45,000 28,000 36,400 44,000
熊 本 県 30,200 39,200 47,000 26,200 34,100 41,000
大 分 県 27,500 35,700 42,800 26,600 34,600 41,500
宮 崎 県 - - - 23,000 29,700 35,600
鹿 児 島 県 - - - 24,200 31,500 38,000
沖 縄 県 32,000 41,800 50,000 30,800 40,000 48,000
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住宅扶助特別基準額（平成１８年度）《指定都市及び中核市》

（単位：円） （単位：円）

※１ １．３倍額：２人～６人世帯の基準

※２ 級地制度

消費水準の測定結果等を基に、全国の各市区町村を６つに区分

例（東京都）

１級地－１ 東京都区部等

２級地－１ 東京都羽村市

３級地－１ 西多摩郡日の出町

１、２級地 ３級地
基準額 １．３倍額 ７人世帯基準 基準額 １．３倍額 ７人世帯基準

札 幌 市 36,000 46,000 56,000 - - -
仙 台 市 37,000 48,000 58,000 - - -
さ い た ま 市 47,700 62,000 74,400 - - -
千 葉 市 45,000 59,800 71,000 - - -
横 浜 市 53,700 69,800 83,800 - - -
川 崎 市 53,700 69,800 83,800 - - -
静 岡 市 39,900 51,900 62,000 - - -
名 古 屋 市 35,800 46,600 56,000 - - -
京 都 市 42,500 55,000 66,000 - - -
大 阪 市 42,000 54,000 64,000 - - -
堺 市 40,000 52,000 62,000 - - -
神 戸 市 42,500 55,300 66,400 - - -
広 島 市 42,000 55,000 66,000 - - -
北 九 州 市 31,500 40,900 49,000 - - -
福 岡 市 37,000 48,000 57,600 - - -

１、２級地 ３級地
基準額 １．３倍額 ７人世帯基準 基準額 １．３倍額 ７人世帯基準

旭 川 市 28,000 36,000 44,000 - - -
秋 田 市 31,000 40,000 49,000 - - -
郡 山 市 - - - 30,000 39,000 47,000
い わ き 市 - - - 30,000 40,000 48,000
宇 都 宮 市 38,100 49,500 59,400 - - -
川 越 市 47,700 62,000 74,000 - - -
船 橋 市 46,000 59,800 71,000 - - -
横 須 賀 市 46,000 59,800 71,800 - - -
相 模 原 市 46,000 59,800 71,800 - - -
新 潟 市 35,500 46,200 55,400 - - -
富 山 市 30,800 40,000 48,000 - - -
金 沢 市 34,000 44,000 53,000 - - -
長 野 市 37,600 48,900 58,700 - - -
岐 阜 市 32,000 41,600 50,000 - - -
浜 松 市 37,700 49,000 58,800 - - -
豊 橋 市 38,000 49,000 59,000 - - -
豊 田 市 37,400 48,600 58,300 - - -
岡 崎 市 37,000 48,000 57,000 - - -
高 槻 市 42,000 54,000 65,000 - - -
東 大 阪 市 42,000 55,000 66,000 - - -
姫 路 市 40,000 52,000 62,000 - - -
奈 良 市 42,500 55,300 66,400 - - -
和 歌 山 市 35,000 45,000 54,000 - - -
岡 山 市 37,000 48,000 58,000 - - -
倉 敷 市 35,000 46,000 55,000 - - -
福 山 市 35,100 46,000 55,000 - - -
高 松 市 41,000 53,000 64,000 - - -
松 山 市 32,000 42,000 50,000 - - -
高 知 市 32,000 42,000 50,000 - - -
長 崎 市 30,000 39,000 47,000 - - -
熊 本 市 31,100 40,400 49,000 - - -
大 分 市 31,000 40,000 48,000 - - -
宮 崎 市 29,500 38,300 46,000 - - -
鹿 児 島 市 31,600 41,100 49,300 - - -

指定都市 中核市
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出典：国土交通省資料

※ 平成８年の公住法改正により第１種、第２種住宅の種別は廃止
裁量階層とは高齢者・障害者世帯等に適用される収入基準（268,000円を上限として事業主体が定める）

82%

(20.000円）

69%

(25.000円）

81%

(32.000円）

60%

(36.000円）

40%

(40.000円）

28%

(46.000円）

33%

(58.000円）

33%

(65.000円）

33%

(81.000円）

33%

(95.000円）

33%

(141.000円）

33%

(162.000円）

33%

(198.000円）

25%

(200.000円）

48%

(10.000円）

26%

(10.000円）

28%

(16.000円）

28%

(20.000円）

17%

(24.000円）
12%

(27.000円）

13%

(30.000円）

13%

(36.000円） 16%

(47.000円）

16%

(55.000円）

16%

(87.000円）

16%

(100.000円）

16%

(115.000円）

40%

(268,000円)
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（　　　）内は入居収入基準額
収入分位のカバー率（％）

第１種住宅

第２種住宅

裁量階層

公営住宅制度の創設以降、社会経済情勢の変化を踏まえ、入居収入基準を逐次見直してきた。

公営住宅の入居収入基準の推移
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約8.2％

被保護世帯
（約１８万世

帯）

管理戸数
約２１８万戸

（平成１４年度末現在）

（参考）住居の種類別被保護世帯の構成比の推移（単位：％）

昭和35年
（574,350世帯）

37.1 37.11.2 24.6

45年
（629,220世帯）

30.3 38.85.5 25.4

55年
（721,600世帯）

24.2 43.213.6 19.0

60年
（761,000世帯）

15.4 51.215.3 18.1

平成5年
（565,640世帯）

10.1 55.517.8 16.6

10年
（630,830世帯）

8.2 55.320.9 15.5

14年
（838,550世帯）

9.1 55.521.6 13.7

資料：被保護者全国一斉調査（平成１４年７月１日現在）181,240世帯

公営住宅管理戸数に占め
る被保護世帯の割合

公営住宅管理戸数に占め
る被保護世帯の割合

資料：福祉行政報告例

被保護世帯数及び人員の推移被保護世帯数及び人員の推移

7870 66 61 64 66 71
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資料：福祉行政報告例
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